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件   名 

３受理番号２２ 

海を守り漁業関連事業者、従事者の生業と水産物を守る意見書を国に提出

することを求める陳情 

所管部課名 危機管理部危機管理課、環境部生活環境保全課 

陳情の要旨 

 「福島第一原子力発電所内の放射能汚染水を海洋放出する政府方針を撤回 

し、かつ地上タンクの増強設置等の実施で放出を回避する」ことを国に求め 

る意見書を提出するよう陳情する。 

１ 海の環境と水産物を守る 

２ 漁業関連事業者、従事者の生業と水産物を守る 

陳 情 者 等 請願文書表のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容及び経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 貯蔵タンクの現状 

福島第一原子力発電所の敷地内には、１，０６１基、容量１３７万㎥の

タンクがあり、２０２２年５月現在の保管量は約１２９．９万㎥となって

いる。また、２０２３年春頃には計画した容量に達する見込みである。 

 

２ 福島第一原子力発電所で発生した汚染水の海洋放出についての動向 

（１）平成２５年９月３日 原子力災害対策本部 

東京電力㈱福島第一原子力発電所における汚染水問題に関する基本

方針 

ア 汚染水問題の根本的な解決に向けて、３つの基本方針、①汚染源を

「取り除く」、②汚染源に水を「近づけない」、③汚染水を「漏らさ

ない」、という方針の下、対策を講じていく。 

イ 汚染水は当面タンクで貯蔵・管理することとしタンクの管理体制

強化やパトロールの強化等の対策を講じる。 

 

（２）令和２年４月６日～１０月８日 

「多核種除去設備等処理水の取り扱いに係る関係者のご意見を伺う

場」を７回にわたって開催 

関係省庁の副大臣が出席し、地元自治体等に加え、流通・小売りの関

係者も含む幅広い関係者（２９団体、４３名）から意見を伺った。多く

の団体から、処分に当たっては、丁寧な情報発信や、処分に伴い懸念さ

れる風評への対策が必要との意見が示されたほか、農林水産業の生産団

体からは、風評被害が必至であるという観点から環境放出に対する反対

の意見が示された。また、地元自治体等からは、国の責任において処分

方針を決定するべき、などの意見も示された。 
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（３）令和２年４月１６日～７月３１日 

多核種除去設備等処理水の取扱いに関する書面での意見募集 

幅広い国民の方々からの意見を公募し、4,000件を超える意見を頂い

た。この中では、環境放出の安全性や、これに伴う風評影響への懸念が

多く示されたほか、安全性について国内外の理解が深まった後で放出す

べき、といった意見も示された。 

 

（４）令和３年４月１３日 廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議 

東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所における

核種除去設備処理水の処分に関する基本方針 

ア ＡＬＰＳ小委員会の報告書やこれまで頂いた意見を踏まえ、福島第

一原発において安全かつ着実に廃炉・汚染水・処理水対策を進めて

いくため、各種法令等を厳格に遵守するとともに、風評被害を最大限

抑制する対応を徹底することを前提に、ＡＬＰＳ処理水の処分を行う

こととする。 

イ 処分方法としては、各国の放射線防護基準において広く参照されて

いるＩＣＲＰの勧告に沿って従来から定められている規制基準を厳

格に遵守することを前提に、国内で放出実績がある点やモニタリング

等を確実かつ安定的に実施可能な点を評価し、海洋放出を選択する。 

ウ 東京電力には、今後、２年程度後にＡＬＰＳ処理水の海洋放出を開

始することを目途に、具体的な放出設備の設置等の準備を進めること

を求める。 

 

（５）令和３年１１月１７日 東京電力 「ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に

係る放射線影響評価報告書（設計段階）」 

ア 報告書の概要 

・ 汚染水の発生、管理、処理、貯蔵について説明 

・ 海洋放出以外の代替案の検討経緯、ＡＬＰＳ処理水の最適な放

出方法、水質の評価について説明 

・ ＡＬＰＳ処理水の放出をモデル化し、濃度算出 

・ 放出された水が、人および海生動植物、海洋環境に与える影響

についての評価 

イ 放出方法 

放出についてはトリチウム濃度が告示濃度限度を十分下回るよう

１００倍以上に希釈して放出（トリチウム以外の各種告示濃度比も

０．０１未満となる） 

異常値検出時は放出を停止し、状況を調査する。放出再開は安全確

認後実施とする。 

ウ 放出設備 

日常的に漁業が行われていないエリアで沖合約１ｋｍの海底から
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の放出を念頭に置く。（下図参照） 

 
 

 

（６）ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に係る放射線影響評価報告書(設計段

階)」に対する意見募集 

ア 意見募集期間 

２０２１年１１月１８日午前０時(日本時間)から２０２１年１２

月１８日午前０時（日本時間）までの１か月間 

イ 意見募集内容 

（４）の基本方針にて示された方針を踏まえ、「報告書」のさらな

る充実のため、意見を募集し、今後、報告書の見直しの参考とする。 

  

（７）令和３年１２月２１日、東京電力が原子力規制委員会に「福島第一

原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画変更認可申請書」を申請

した。 

（変更認可申請書の内容） 

・ ＡＬＰＳ処理水希釈放出設備及び関連施設について、実施計画に

設 計の詳細を記載 

・ 放射性廃棄物等の管理に関する補足説明 

 

（８）令和３年１２月２８日、第三回関係閣僚会議おいて、ＡＬＰＳ処理

水の海洋放出に関して、安全確保や風評対策を盛り込んだ中長期的な

行動計画が示された。 
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ＡＬＰＳ処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた行動

計画について説明 

・ 風評を生じさせないための仕組みづくり 

・ 風評に打ち勝ち、安心して事業を継続・拡大できる仕組みづくり 

 

（９）令和４年４月２９日、ＡＬＰＳ処理水の安全性に関するＩＡＥＡ（国

際原子力機関）のレビュー報告書が、ＩＡＥＡから公表された。 

（報告書の評価内容） 

ア 関連設備の安全性について 

設備の設計と運用手順の中で的確に予防措置が講じられていること 

が確認された。 

イ 放射線影響評価 

包括的で詳細な分析が講じられており、人の放射線影響は日本の規

制当局が定める水準より大幅に小さいことが確認された。 

 

（10）令和４年５月１８日 原子力規制委員会が、東京電力福島第一原子

力発電所の実施計画変更認可申請（ＡＬＰＳ処理水の海洋放出関連設

備の設置等）に係る審査書案を取りまとめた。 

原子力規制委員会は令和４年５月１９日から６月１７日まで、当該

審査書案について、科学的・技術的意見の募集を行う。 

今後、科学的・技術的意見募集の結果及びその内容を踏まえた審査

書を原子力規制委員会に諮り、認可する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問題点等  
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